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2026年 9月 16日、香港政府の李家超（John Lee）行政長官は、任期最後の施政方針演説を行い、香港初の五か年

計画と 2026年施政報告を同時に発表した。五か年計画が 2026年から 2030年までの発展の方向性を示すのに対

し、施政報告は、その初年度の具体策を示す実行計画に位置付けられる。今回の施政報告には、国際金融、海運、貿

易、イノベーションの「四大センター」の強化、北部都会区の開発、AIの社会実装、中国本土との連携、住宅・医療・高齢

化対策など、幅広い施策が盛り込まれている。本稿では、2026年施政報告で発表された内容を紹介するとともに、その

政策的背景や、ビジネス環境への影響について考察する。 

 

1．2026年施政報告の概要 

 

香港が初めて独自の五か年計画1を策定した背景には、2026年が中国の第 15次五か年計画の初年度に当たること

に加え、香港を取り巻く環境の変化に中長期的な視点で対応する必要性が高まったことがある。香港は海外との結び

付きが強く、国際情勢や世界経済の影響を受けやすい。また、経済構造の見直しや新たな成長分野の育成、長年にわ

たる社会課題への対応も求められている。さらに、AIをはじめとする技術革新が急速に進む中、今後どの分野にリソー

スを配分し、どのような道筋で発展していくのかを明確にする必要がある。 

 

香港政府は、今回の五か年計画を、中国の第 15次五か年計画との連動を意識しながら、国家発展に深く参画・貢献す

るとともに、香港自身の経済・社会の発展を進めるための行動指針と位置付けている。中長期的な方向性や重点分野

を明確にすることで、限られた資源を効果的に配分し、政策の継続性や予見可能性を高める狙いもあるとみられる。 

 

今回、五か年計画と施政報告が同時に発表されたことにも意味がある。五か年計画が 2026年から 2030年までの中

長期的な方向性を示す「青写真」であるのに対し、施政報告は、それを毎年の政策や事業に落とし込む「年度計画」に

当たる。施政報告で年度ごとの重点政策、主要事業、インフラ計画、実施指標を示し、財政予算案による資源配分と部

門横断的な調整を通じて、定期的に進捗を確認する方針である。 

 
1 香港初の五か年計画（2026～2030年）の詳細な内容については、別途ニュースフォーカスを発行予定 
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2. 2026年施政報告の主な内容 

 

項目 主な内容 

1．香港初の 

五か年計画の策定 

• 五か年計画の目標を、施政報告の重点政策・主要事業、財政予算案による資源配

分、部門横断的な調整を通じて実行し、定期的に進捗を確認する仕組みを導入 

2．国際金融センターと

しての地位強化 

国際金融センターの機能拡充 

• オフショア人民元、資本市場、資産・ウェルスマネジメント、国際リスク管理、固定収益

商品、コモディティ取引の各機能を強化する。グリーン、デジタル、イノベーションを活

用して実体経済の高度化も支援 

 

オフショア人民元市場の強化 

• 2025年に導入した人民元ファシリティの規模を 5,000億元に拡大し、貸出期間を最

長 3年に 

• 中国人民銀行との通貨スワップ協定の強化を検討 

• 7日物オフショア人民元流動性の入札制度を新設し、銀行短期資金調達のニーズに

対応 

• 点心債の発行規模と頻度の拡大を訴求し、テナー構成を多様化 

• 香港取引所によるオフショア人民元債券指数の導入 

• ボンドコネクト（南向き）の対象拡大、人民元カウンターのストックコネクトへの組み入れ 

• 人民元為替先物を拡充し、ボンドコネクト対象債券の担保利用やレポ取引を拡大 

外国銀行による CIPS2への直接参加を促し、ASEAN、中東、中央アジア、ラテンアメ

リカなどとの人民元決済ネットワークを拡大 

 

デジタル債券の発行 

• 国際基準に対応した債券発行・取引ルールを整備し、香港にデジタル債権・発行のプ

ラットフォームを構築 

• デジタル債券の継続的な発行に加え、デジタル通貨を利払い・償還にも活用する。外

為基金短期証券のトークン化を試行し、デジタル債券の発行・決済等のプラットフォー

ムを構築 

 

IPO・証券市場の強化 

• 海外企業の重複上場とセカンダリー上場を促進する。上場企業のM&A、組織再編、

分社化に関する規則やテック企業向け上場制度を見直し、T＋1決済の導入準備も進

める 

• CMU3のグローバル証券サービスを段階的に導入し、海外市場との接続を強化する。

債券と株式の資産管理の連携、各種指数、ETF、先物・オプションの拡充も推進 

 

国際資産・ウェルスマネジメントセンター 

• ファンド、シングル・ファミリーオフィス、キャリードインタレストに関する税制優遇を改善 

• REITの私有化・再編、上場予定 REITへの非住宅物件移管に伴う印紙税免除、海

外 REITの重複上場も促進 

 

国際リスク管理センター 

• 再保険、キャプティブ保険、保険リンク証券を拡充するとともに、金の保管、コモディテ

ィ商品取引、グリーン燃料供給など、新興産業に伴う保険需要への対応を強化 

 
国際商品取引市場の発展を加速 

• 昨年度施政報告で示された金市場構想を具体化し、2027年第 1四半期に中央清算・

決済システムを稼働させる。人民元建・現物決済型の金先物、金取引業者向け専用

窓口、保険支援、人材育成も整備 

 
2 CIPS（Cross-Border Interbank Payment System）：中国政府主導の人民元の国際決済システム 
3 CMU（Central Money markets Unit）：香港金融管理局（HKMA）が運営する債券の保管・決済インフラ 
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• 香港がロンドン金属取引所（LME）のグローバル倉庫ネットワークに参加したことを踏

まえ、実物商品取引への半減税、北部都会区への LME認定倉庫の誘致、2027年中

に指定銀行とトークン化倉庫証券融資の試行を目指す 

• 商品の通関手続きの円滑化を推進 

 

フィンテックのイノベーションを推進 

• SFCは、仮想資産サービスのライセンス制度やトークン化投資商品の規制枠組みを

整備し、規制対象ステーブルコインの利用拡大を進める。HKMAは、2026年末ごろ

までに Ensemble TXにおける CBDC決済と 24時間 365日運用の仕組み4を完成さ

せ、トークン化預金の活用範囲も拡大 

3. 国際海運センター・ 

航空ハブ 

国際海運センター 

• 海運金融、船舶保険、貿易金融などの「ファイナンス+シッピング」を拡充し、海運会社

の資金調達やリスク管理を支援 

• グリーン船舶燃料の供給・取引、港湾運営のデジタル化、港湾コミュニティシステムの

拡充を引き続き進める。また、中国本土の港湾と結ぶグリーン海運回廊の形成を推進 

•  

国際航空ハブ 

• 国産航空機の拡大を見据え、高付加価値部品の製造・加工・保管、整備支援、航空

機・部品のリースおよび販売、航空機の解体・再資源化までを含む航空産業チェーン

を形成。操縦士や航空専門人材の育成も強化 

• 東莞に誘致した持続可能な航空燃料（SAF）の生産拠点を 2030年より前に稼働さ

せ、香港初の SAF混合施設を整備する。義務的な使用比率やグリーンエネルギー認

証制度も検討し、東莞での生産と香港での混合・供給を組み合わせたサプライチェー

ンを構築 

• 香港国際空港の東莞空港センター第 1期を 2027年 6月に正式稼働させ、年間 100

万トンの貨物処理を目指す。生鮮水産物や果物を香港経由で大湾区へ輸送するコー

ルドチェーンを形成 

4．国際貿易センター・ 

企業活動の高度化 

中国本土と海外をつなぐゲートウェイ機能強化 

• 中国本土企業の海外進出支援を強化する。2025年に設置した中国本土企業のグロ

ーバル化を支援する「Go Globalタスクフォース」の支援範囲を拡充する。上場・資金

調達、海外基準、認証、コンプライアンスに加え、ESGを含む専門サービスとの連携

や保険による海外事業リスクへの対応を強化 

• 資本力と内部管理体制を備えた中国本土の金融機関による香港への国際本部設置

を促し、海外事業・管理機能や、リスク管理・資本市場業務のブッキング機能を香港に

集約 

• 2024年に行ったサービス貿易の追加開放に続き、CEPA5を全面的に高度化し、中国

本土市場へのアクセスと開放分野を拡大 

• 新たな経済貿易代表部や投資協定を通じ海外ネットワークを拡充。バングラデシュと

投資協定を締結。カタール、ペルーとの早期締結を目指すほか、サウジアラビア、エジ

プトと交渉中。カザフスタン、ウズベキスタンとの締結も模索 

 

高付加価値サプライチェーン・サービスセンター 

• 2024年施政報告で示した高付加価値サプライチェーン・サービスセンター構想を発展

させ、金融、貿易、海運、研究開発、ブランド、デザイン等を組み合わせて企業の海外

展開を支援 

• コーポレートトレジャリーセンター（CTC）税制に追加の税制優遇と柔軟性を提供する

ための法案を、2027年上半期に提出 

• 昨年に示された企業別の優遇パッケージを具体化。金融、先進製造、研究開発、本部

機能、物流、サプライチェーン管理等の企業を対象に企業の投資計画や香港経済へ

の実質的な貢献を踏まえ、5％または標準税率の半分となる優遇税率を提供 

 
4 トークン化預金やトークン化資産の取引に伴う銀行間決済を、ホールセール型 CBDC（中央銀行デジタル通貨）で 24時間リアルタイムに行う仕組み 
5 CEPA（Closer Economic Partnership Arrangement）：2003年に中国本土と香港の間で締結された経済連携協定 
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昨年から進めてきた B2B貿易書類の電子化と貿易単一窓口を具体化する。中国税

関・ASEANのシステムとの接続や、HKMAの Commercial Data Interchangeとの連

携を通じ、銀行による貿易データを活用した融資審査を可能に 

 

国際法務・紛争解決センター 

• 香港に設置された国際調停院の活動を支援し、「調停優先」を推進し、政府契約等で

の利用を促す。国際商事法廷の設置や仲裁法制の見直しも進め、国際商事紛争の解

決機能を強化 

• 国連薬物犯罪事務所（UNODC）の反腐敗ネットワーク（GlobE Network）のアジア太

平洋地域事務所を香港に設置。香港を国際反腐敗ハブとして位置付け 

国際 IP取引センター 

• IPの購入や使用権の取得に係る資本支出への税控除を本年中に法案提出 

5 ．国際 I＆Tセンター 

の形成 

AIの産業・社会実装 

• 既存の生成 AIサンドボックスを「サンドボックス＋＋」に拡張し、対象を銀行から証

券、ウェルスマネジメント、保険、MPFへ広げる。金融分野のサイバーリスク管理も強

化 

• AI政策を研究開発中心の段階から、医療、法律、建設、交通、社会福祉、観光、放送

などへの本格的な社会実装に広げる。 

• 中小企業向け AI・サイバーセキュリティ支援を拡充し、DX支援パイロットプログラム

（DTSPP）や BUDファンド6を通じて導入を支援する。 

• 「AI for all インクルーシブプログラム」のもとで 2028年第 1四半期までに 200件を超

える AI研修・活動を実施する。2027年上半期には 18か月の AI技能向上プログラ

ムを開始し、少なくとも 4万人の従業員を支援 

• AIの犯罪悪用、未成年者保護、倫理、安全な利用促進、事故発生時の責任、AIエー

ジェントの安全管理、雇用への影響の側面で、AIガバナンスを体系化 

• 交通、工事、環境、防災等の情報を統合する「AI City Brain」を構築 

• 行政事務への AI導入、税関の AML用ビッグデータ基盤、サイバーセキュリティ対策

も強化 

• 医療機関で AIを活用した画像診断、診療支援、病院運営を推進する。医管局は AI

診断やウェアラブル機器を順次導入 

 

「三大イノベーションパーク・五大研究開発機関」の推進 

• 北部（河套香港園区、新田テクノポール）、中部（香港サイエンスパーク）、南部（サイ

バーポート）の三大イノベーションパークと、五大研究開発機関7の連携を強化、香港

国際 I&Tセンターの形成を加速する。AI研究開発院（AIRDI）、生命健康科技研究院

（LHTRI）などの運営も開始 

 

新工業化の加速 

• 先進製造、新材料、ライフサイエンス等の戦略産業の育成に向けて、本年「香港新型

工業化中長期発展方案」を策定 

• 「I&T産業引導基金」を本年中に立ち上げ。硬科技8、ライフサイエンス、新エネルギー

等の重点産業への投資を促進、民間資金も呼び込み 

 

研究開発成果の事業化促進 

• 「大学向けテックスタートアップ支援スキーム（Technology Start-up Support Scheme 

for Universities：TSSSU）」および総額 100億香港ドルの「Research, Academic and 

Industry Sectors One-plus（RAISe+）スキーム」を通じ、研究開発成果の事業化・商

業化を支援 

 
6 BUD基金（Dedicated Fund on Branding, Upgrading and Domestic Sales）：企業のブランド構築、業務高度化、海外市場開拓を支援する香港政

府の助成金制度。日系企業も活用可能 
7 五大研究開発機関：香港生産力促進局（HKPC）、香港応用科技研究院（ASTRI）、マイクロエレクトロニクス研究開発院（MRDI）、AI研究開発院

（AIRDI）、生命健康科技研究院（LHTRI）の総称 
8  硬科技（Hard and Core Technology）：ハイテクより高い技術を意味する。中国で一般的に定義される「硬科技」の代表技術は光電チップ、AI, 航

空宇宙、バイオテクノロジー、情報技術、新材料、新エネルギー、スマート製造等 
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• 「香港 I&T応用シナリオ推進センター」の設立を検討し、企業と技術のマッチングを強

化 

 

国際医療イノベーション拠点 

• 医薬品・医療機器の研究開発、臨床試験、承認、市場展開までを一体化した産業チェ

ーンを構築する 

• 国際臨床試験アカデミーを来年設立 

• 既に進めている医薬品・医療機器の審査制度改革を継続し、医療製品規制センター

（CMPR）を整備 

 

低空経済の本格推進 

• 大湾区でのクロスボーダー物流、スマート低空交通管理システム、150kg超の有人飛

行機を対象とした法整備などを進め、香港を低空経済のアジア拠点として育成 

 
商業宇宙・宇宙産業育成 

• 香港の法務・金融・保険機能を活用し、中国本土の商業宇宙企業の海外展開を支援

する国際ハブの構築を目指す 

• 低軌道衛星ライセンス審査の簡素化を進めるほか、6Gや衛星通信の活用を見据え

た制度・インフラ整備を推進 

• HKEXは上場規則 18C章9の見直しを検討し、宇宙関連企業など新興産業企業の香

港上場を促進 

• 香港投資管理公司（HKIC）は戦略投資を通じて宇宙産業の育成と中国企業の海外展

開を支援 

• 商業宇宙産業の発展に伴うリスクを分析し、関連する保険商品の開発を検討 

 

高度人材ハブ 

• 「香港留学」ブランド確立。海外留学生受入れ拡大、博士課程増員、学生寮拡充を推

進 

• 北部都会区を中心とする地区にインターナショナルスクール用の建設用地を割り当て 

• AI関連人材の受入れ強化、スタートアップ人材向けビザの優遇、中東・中央アジアへ

の人材交流拡大、短期研修ビザの新設を通じ、香港のグローバル人材ハブ機能を強

化 

6. 北部都会区の 

開発加速  

北部都会区開発専用立法の導入 

• 北部都会区の開発を加速するため、手続きの合理化や運営の円滑化を目指した専用

法案の本年中の成立を目指す 

 

深圳園区との制度の連携 

• 河套香港園区（HSITP）と深圳園区における制度の連携を進める。具体的には、河套

西側の河川横断接続事業と関連工事を進め、両園区間における研究者とデータの効

率的、円滑かつ安全な移動・流通を促進 

 

3つの学園都市 

• 新田、洪水橋、打鼓嶺に学園都市を整備し、教育、研究開発、産業、人材、都市機能

を一体化する。各大学都市の重点産業と役割も設定 

 

国家製造業イノベーションセンター 

• 香港政府と中国工業情報化部（MIIT）は香港初となる国家製造業イノベーションセンタ

ーの設立準備を進めている。同センターを運営するマイクロエレクトロニクス研究開発

院（MRDI）は元朗のマイクロエレクトロニクスセンターへ入居済みであり、第三世代半

導体の研究開発と試作に重点を置く 2本のパイロットラインを整備。年末までの稼働

開始を目指す 

 

 
9 上場規則 18C章（Chapter 18C）：香港証券取引所（HKEX）が 2023年 3月に導入した、「特専科技企業（Specialist Technology Companies）」

向けの上場制度 
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先進建設産業パーク 

• 北部都会区内に 30ヘクタールの用地を確保し、先進建設産業パークを開発する。鉄

筋プレハブ加工施設や先進コンクリート製造施設を設置。2028年上半期までに、第一

バッチの入札手続きを開始予定 

 

資金調達 

• HKMAと香港銀行協会が「北部都会区 Financial Advisory Taskforce」10を設置。23

行が参加し進出企業向けに個別の融資ソリューションを提供する。保険会社による適

格インフラ投資の資本要件も軽減 

7．大湾区・ 

一帯一路構想 

新工業化協力 

• 新工業化政策を大湾区との連携に広げ、広東省と行動計画を策定。深圳市とは共同

研究、事業化、産業チェーン形成を推進 

 

ルール・制度接続 

• 大湾区 3地域のルールや制度の接続を加速する専門組織を新設する。仲裁ルール

や弁護士スキームの接続も推進 

• 香港・深圳クロスボーダー・データ検証プラットフォームの対象範囲と運営方法を改善

し、重慶とのデータ検証プラットフォームを構築し、香港・重慶間の企業・個人のクロス

ボーダー融資を促進 

 

水素・グリーンファイナンス連携 

• 中国本土と香港の水素技術・安全基準の連携を進め、グリーン水素の温室効果ガス

排出量を評価する認証制度を構築する。水素プロジェクトと国際的なグリーンファイナ

ンスを連結 

 

グリーン・先進製造分野の国際協力強化 

• 香港を中国本土・海外の環境技術企業の海外進出・中国本土進出のハブとし、金融・

法律・環境サービスと組み合わせて一帯一路諸国へグリーンソリューションを輸出 

• HKEXの Core Climateを活用し、ブラジル、マレーシア、カザフスタンなどとの協力を

通じて国際炭素市場との接続を推進。香港のグリーン金融機能を対外展開 

• 国連工業開発機関（UNIDO）の APAC地域初となるグローバル先進製造卓越センタ

ーを香港に設置、2027年第二四半期に稼働開始。製造業、AI、ロボティクス、新エネ

ルギーなどの分野で、中国本土と海外を結ぶ国際協力プラットフォームを構築  

8. 民生問題対応 

 

高齢化対応・シルバー産業の育成 

• 介護テック導入や高齢者向け商品・サービス開発を支援 

 

少子化対応 

• 出生奨励金の増額、第 2子以降の税制優遇、住宅取得支援、保育サービス拡充・生

殖医療の支援などを組み合わせた総合的な少子化対策を実施 

 

3．注目すべきポイントと考察 

 

今回の施政報告は、2027年 6月に任期満了を迎える李家超政権にとって、最終年度の施政運営方針という側面も持

つ。そのため、新たな政策を打ち出すというよりも、これまで示されてきた方向性について、実施時期や制度設計、数値

目標などをより具体化した点が特徴である。北部都会区、AI、新工業化、企業誘致、人民元国際化といった重点分野に

ついて、制度や事業、目標を明確にし、構想段階から実行段階へ移す姿勢が示された。 

 
10 北部都会区 Financial Advisory Taskforce ：HKMA・香港銀行協会が主導する、北部都会区開発を金融面から支援するタスクフォース。当行は唯

一の日系銀行として同タスクフォースに参画し、北部都会区関連案件の資金ニーズ把握、政策対話および金融支援の枠組みに関与 
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また、香港初の五か年計画が同時に公表されたことも注目される。五か年計画は今後 5年間の方向性を示す中長期戦

略であり、今回の施政報告はその初年度の実施計画と位置付けられる。第 15次五か年計画との連動を意識しながら、

単年度の施策ではなく、中長期的な視点から政策を運営しようとする香港政府の姿勢がうかがえる。 

 

経済政策では、オフショア人民元市場の強化、ファミリーオフィスの誘致、金・コモディティ市場の整備などに加え、コー

ポレートトレジャリーセンター（CTC）や地域統括拠点の誘致に向けた税制優遇が具体化された。特に、高付加価値業

務を担う企業に対する 5％または半減税率の導入は、本部機能やサプライチェーン管理機能の集積を促す施策として

注目される。 

 

施政報告発表と同日に公表された世界金融センター指数（GFCI）11では、香港は世界 3位、アジア太平洋地域首位を

維持した。セクター別評価では、投資管理、保険、ファイナンスの各分野で引き続き世界首位を維持したほか、フィンテッ

ク指数でも首位を維持しており、政府としてはこうした強みを基盤に金融機能のさらなる高度化を図る考えとみられる。 

 

AI関連の政策は今回の重要テーマとなった。研究開発にとどまらず、金融、医療、法律、建設、交通、行政など多岐分

野にわたる具体的な施策が示されており、AI政策は社会実装の段階へ移りつつあるといえる。AI人材育成、AIガバナ

ンス、AI City Brainの構築なども含め、AIを経済・社会の幅広い分野で活用していく方向性が明らかとなった。 

 

新規性が高い分野としては、商業宇宙が挙げられる。宇宙関連企業の資金調達支援、低軌道衛星や 6Gの活用など、

これまでの施政報告では限定的だった将来産業への取り組みが具体化された。香港政府が新たな産業育成に取り組

む姿勢を示している。 

 

北部都会区開発については、土地開発中心の構想から、学園都市、新田テクノポール、河套香港園区（HSITP）、国家

製造業イノベーションセンターなどを通じて、教育、I&T、産業の集積を進める段階へ移りつつある。北部都会区を香港

の新たな発展拠点とする方向性は従来から示されていたが、今回は学園都市の整備や企業誘致策、資金調達支援な

どが具体化された点に特徴がある。 

 

国家発展との関係では、大湾区との制度接続、新工業化協力、クロスボーダー金融・データ連携が進められる一方、

「一帯一路」ではグリーン技術、カーボン市場、環境ソリューション輸出などの分野で香港の役割拡大が示された。香港

が中国本土と国際市場を結ぶハブとしての機能を高めようとしていることがうかがえる。 

 

民生分野では、高齢化対応として介護サービスの拡充や介護テクノロジーの活用が進められるほか、出生奨励金の増

額や税制面を含む少子化対策も打ち出された。特に、高齢者向けサービスやジェロンテック分野への支援は、社会課題

への対応と新たな需要創出の両面から注目される。 

 

企業にとっては、コーポレートトレジャリーセンター（CTC）や地域統括拠点向けの税制優遇の具体化に加え、中国企業

の海外展開支援や国際業務支援機能の強化、AIや医療イノベーション分野への投資拡大などが注目される。特に、調

達、サプライチェーン管理、本部機能などの高付加価値業務を香港へ集約する動きや、研究開発やヘルスケア分野で

の新たな事業機会が期待される。 

 
11（出所） Z/Yen The Global Financial Centres Index 40 (September 2026) 
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全体として、今回の施政報告は、香港初の五か年計画の始動に合わせ、金融・物流・貿易という既存の強みを維持しな

がら、AI、I&T、北部都会区を中心とする新たな発展戦略を具体化したものといえる。今後は、示された施策がどのよう

に具体化され、実際の成果につながるかが注目される。 

  以上 
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